
第１２期 中間決算公告

平成１８年１２月２０日 東京都港区芝三丁目２３番１号

取締役社長　川合　正

中間貸借対照表（平成１８年９月３０日現在）

（単位：百万円)

科      目 金   額 科      目 金   額

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

現 金 預 け 金 27,654 預 金 113

有 価 証 券 70,150 コ ー ル マ ネ ー 85,000

そ の 他 資 産 35,682 信 託 勘 定 借 252

未 収 収 益 13,574 そ の 他 負 債 10,775

前 払 年 金 費 用 13,340 賞 与 引 当 金 308

そ の 他 の 資 産 8,768 負 債 の 部 合 計　 96,449

有 形 固 定 資 産 650 （ 純 資 産 の 部 ）

無 形 固 定 資 産 3,764 資 本 金 11,000

繰 延 税 金 資 産 2,059 資 本 剰 余 金 21,246

資 本 準 備 金 21,246

利 益 剰 余 金 11,266

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,266

繰 越 利 益 剰 余 金 11,266

株 主 資 本 合 計 43,512

その他有価証券評価差額金 0

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 0

純 資 産 の 部 合 計 43,512

資 産 の 部 合 計 139,961 負債及び純資産の部合計 139,961



 

   

 

注 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法

により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理

しております。 

3. 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   10年～50年 

動 産    3年～ 8年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償却する方法を採用しており

ます。 

4. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。 

5. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

中間期に帰属する額を計上しております。 

6. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、当中間

期末は年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額

を超過しているため前払年金費用として計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差

異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過 去 勤 務 債 務  その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額

法により損益処理 

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

7. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

8. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

9. 有形固定資産の減価償却累計額     1,350 百万円 

10. 担保に供している資産は、為替決済、資金決済等の担保として有価証券 69,934百万円を差し入れてい

るほか、信託業法等に基づき現金預け金50百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち、敷金は 863百万円であります。 

11. 1株当たりの純資産額  72,520円87銭 

「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号平成14年9月25

日）が平成18年1月31日付で改正され、会社法施行日以降終了する中間会計期間から適用されることに

なったことに伴い、当中間期から同適用指針を適用しておりますが、当中間期末は「繰延ヘッジ損益」

がないため、1株当たり純資産額に与える影響はありません。 

12. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

債券 69,934 69,934 0

 国債 69,934 69,934 0

合計 69,934 69,934 0

なお、上記評価差額から繰延税金負債0百万円を差し引いた額0百万円が「その他有価証券評価差額

金」に含まれております。 



 

   

13. 時価評価されていない有価証券の内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内  容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 

 

216 

14. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

退職給付引当金損金算入限度額超過額             2,229百万円 

減価償却損金算入限度額超過額                 645 

未払事業税                                                    349 

賞与引当金繰入限度超過額                                      125 

その他                            387 

繰延税金資産合計                       3,736 

 

繰延税金負債 

 退職給付信託設定益                                          1,329         

その他有価証券評価差額金                      0 

 その他                            347

繰延税金負債合計                                         1,677     

                    

繰延税金資産の純額                      2,059百万円

15. 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号平成17年12月9日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号平成

17年12月9日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったこと等から、

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する

内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月28日）により改正され、平成18年4月1日以後開始する事業年

度から適用されることになったことに伴い、当中間期から以下のとおり表示を変更しております。 

(1)「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示しております。 

なお、当中間期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は43,512百万円であります。 

(2)「利益剰余金」に内訳表示していた「中間未処分利益」は、「繰越利益剰余金」として表示しており

ます。 

(3)「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

(4)「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示して

おります。 

(5)「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 

16. 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率は117.87％であります。 



　平成１８年４月　１日から
　平成１８年９月３０日まで

（単位：百万円）

科              目 金              額

26,634

22,101

80

4,093

0

358

14,081

89

6,473

7,330

187

12,553

11

2

12,561

4,444

562

7,555

法 人 税 等 調 整 額

役 務 取 引 等 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

特 別 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 中 間 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

(80)   （うち有価証券利息配当金）

そ の 他 業 務 収 益

中間損益計算書　

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

注 1. 記載金額は百万円未満を切り 捨てて表示し ており ま す。  

2．  1株当たり 中間純利益金額  12, 592円32銭 

 

 



信託財産残高表（平成１８年９月３０日現在）

  　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

７,３５６,８９３  １６,９５２,１８０  

２９,８５３,００４  ６,３３６,１９６  

１,７８７,４７１  １０,０００,０３１  

３０,８１０  ４４５,４２１  

２５２  １,００２,６４９  

６６,７７３  １,８２４,３００  

２,５３４,４２３  

合            計 ３９,０９５,２０４  合            計 ３９,０９５,２０４  

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。

　　　３．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額　２９,８３３,８５５百万円 が含まれております。

　　　４．共同信託他社管理財産 ３,７８１,６９２ 百万円

　　　５．元本補てん契約のある信託については、取扱残高はありません。

そ の 他 債 権

銀 行 勘 定 貸

現 金 預 け 金

有 価 証 券

信 託 受 益 権

金 銭 債 権

有 価 証 券 の 信 託

金 銭 債 権 の 信 託

包 括 信 託

金 銭 信 託

年 金 信 託

投 資 信 託

金銭信託以外の金銭の信託
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